様式第１号（第４条関係）貴社で発番した書類番号
公募申請の際は空欄、交付申請の際に記入。


番　　　　　号
令和〇年〇〇月〇〇日
一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会
会長　殿公募申請の際は公募申請日を記入。
交付申請の際は、内示日以降とする。

法人の住所
法人の名称
代表者の役職及び氏名（注１）

　　　特定電気通信施設等整備推進基金補助金（助成金）交付申請書（案）
	
交付申請の際は、（案）を取る。


　特定電気通信施設等整備推進基金補助金（助成金）（以下「助成金」という。）の交付を受けたいので、特定電気通信施設等整備推進基金補助金交付規程第４条の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり申請します。

　　（注１）法人の連携主体にあっては、
「連携主体（○○株式会社、株式会社○○・・・及び○○）代表
代表者　　 ○○　○○」
 　　　　　 と記載すること。


該当するものを選択すること。

記

１　事業の区分
｛特定電気通信施設整備事業・水底線路陸揚局整備事業・水底線路整備事業（国内海底ケーブル）・水底線路整備事業（国際海底ケーブル分岐支線・分岐装置）｝
別紙３『間接補助事業実施計画』の「９資金計画」と一致する。

２　交付を受けようとする助成金の額　　金4,000,000千円

３　資金計画（注２）
（千円）
	収入
	支出

	財源内訳
	
	経費区分
	事業費

	助成金
	交付（予定）額
	施設・設備費（注４）
	10,700,000

	
	4,000,000
	
	

	事業を行う者の負担額
	予  算  額
	用地費・道路費
	0

	
	借入金
	　　　　　　　　　0
	
	

	
	自己資金
	　　　　　6,000,000
	
	

	
	その他（○債）（注３）
	　　　　　　700,000
	
	

	
	小計
	　　　　　6,700,000
	
	

	合計
	10,700,000
	合計収入の合計と支出の合計が一致すること

	10,700,000


（注２）金額は税抜で記載すること。
（注３）財源の内容を記入する。
（注４）資材費・工事費・共通経費（附帯工事費）・出精値引きを含む額を記載すること。

４　添付資料
(1)　別紙１　間接補助事業の概要
(2)　別紙２　暴力団排除に関する誓約事項
(3)　別紙３　間接補助事業実施計画
(4)　別紙４　施設等運用等計画
(5)　事業に係る経費の見積書その他の根拠となる資料


